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＜嶺北地域抜粋＞ 



【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜嶺北地域＞

１－３　れいほくブランドの園芸産地の確立
（有利販売）

《嶺北地域全域》

「環境」、「安全・安心」をキーワードにした園芸品のブランド
化により、農業所得の向上を図るため、「れいほく八菜」、
「れいほく八花」のブランド化に向けた取組のレベルアップを
行う。

◆れいほくブランドによる有利販売
・販売拠点の充実
・新たな販売方法の確立
・消費者交流活動の推進

・出荷農産物や出荷者の確保、充実
・栽培履歴の徹底
・スムーズな直販運営
・集出荷体制の構築

○販売拠点づくり
　・販売促進企画会議（6回）
　・コープかがわとのうち合わせ（2回）
　・コープかがわ販売促進活動（2回）

△販売体制の充実
　・直販ビジネス実務担当者会（2回）
　・栽培技術指導等（１回）
　・研修会（1回）

３－１集落営農で元気な地域づくり（吉延地
区）

集落営農組織が、目標とする営農計画及び集落営農ビジョ
ンの実現に向けて、集落内の農地や機械・施設、労働力な
どを活用した地域営農を展開することで、集落の担い手を
確保し継続性の確保できる集落営農の仕組みづくりをす
る。

４　米粉を活用したビジネスの展開

《嶺北地域全域》

米粉の製造・販売や米粉加工商品の開発・販売、関西圏を
ターゲットにした、安心・安全な食の提供による地産外商な
ど、米粉を活用したビジネスを展開し、新たな雇用の創出に
つなげる。

◇原料稲の品質安定と収量の確保
◇「れいほく未来」での販売開始に伴う営業力の強
化
◇とさ千里を通じた大消費地での使用機会の増大
◇米粉の里構想の推進
・米粉の里活性化協議会の連携強化
・魅力あるイベント等の企画運営

・スタンプラリーの実施
・新商品の開発
　　米粉入り半生うどん　お好み焼き粉
・米粉用品種「ミズホチカラ」など約２２ｈａの栽培を開始
・交流体験ツアーの実施（６月４、５日）
・米粉料理教室の開催（１回）
・大阪での米・米商品営業開始

２　ユズ産地の確立と加工拠点づくり

《大豊町、本山町、土佐町》

「環境」、「安全・安心」をキーワードにした園芸品のブランド
化により、農業所得の向上を図るため、ユズのブランド化に
向けた取組のレベルアップを行うとともに、ユズの加工拠点
づくりに向けた取組を進める。

ユズ果汁・加工品の販売促進
安定したユズ生産
収穫作業の軽量化
青果出荷の増加

・新加工場の稼働。
・海外への加工品販促活動の実施（2回）
・ユズの状況調査(3回)

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１－１　れいほくブランドの園芸産地の確立
（れいほく八菜）

《嶺北地域全域》

「環境」、「安全・安心」をキーワードにした園芸品のブランド
化により、農業所得の向上を図るため、「れいほく八菜」、
「れいほく八花」のブランド化に向けた取組のレベルアップを
行う。

◆「れいほく八菜」生産者の人材発掘及び育成と
「れいほく八菜」の生産技術の高度化のために必要
な事項
１　農業担い手の発掘・育成
・農業研修の充実
・新規就農者等の経営安定に向けた支援
・コンサルテーションによる経営改善
２　基幹品目の栽培確立
・三色ピーマン
・米ナス
・シシトウ
３　補完品目の栽培確立
・マノアレタス

２．機関品目の栽培確立
・三色ピーマン＝実証ほ（戦略品目等技術事業）の設置・調査：１ヶ所
　　　　　　　　　　　 実証ほ（青枯病抵抗性台木）の設置：１ヶ所
・米なす＝現地検討会：１回
　　　　　　　昇温抑制実証ほの設置・調査：１ヶ所
・シシトウ＝新規生産者掘り起し・現地検討会：２回
　　　　　　　 現地検討会：１回
　　　　　　　 実証ほ（青枯病抵抗性台木）の設置：１ヶ所
３．補完品目の栽培確立
・マノアレタス＝実証ほ（葉先枯れ症対策）設置の了解：１ヶ所

１－２　れいほくブランドの園芸産地の確立
（れいほく八花）

《嶺北地域全域》

「環境」、「安全・安心」をキーワードにした園芸品のブランド
化により、農業所得の向上を図るため、「れいほく八菜」、
「れいほく八花」のブランド化に向けた取組のレベルアップを
行う。

◆ノーブル由来の新系統の品種登録に向けた支援

◆ノーブルの高品質・安定生産技術の確立

◆ブランド化に向けたＰＲ活動の推進

・栽培管理巡回指導の実施（3回）
・ノーブル由来の新系統の特性調査（5回）

集落の農地と労力を活用した、担い手育成・確保の
ために、特に取り組みが必要な事項
◆リーダー育成及び合意形成機能の強化
・より参画意識の高まる動機付け、合意形成手法の
実施
◆生産基盤整備
・生産コスト低減と効率化につながる生産基盤整備
(共同利用機械)
・ライスセンターの計画的稼働
・有望品目(園芸品目)栽培技術等支援

◆合意形成機能の強化
　・関係機関連絡会　本山町3回
　
◆営農計画及び集落営農ビジョンの実践
□作業受託・ライスセンターの計画稼働
　　田植(機械稼働面積(実施中)ha）
□園芸品目等の導入と定着
　　ショウガ（33a）・水稲(ブランド米)(8ａ)共同栽培
□交流活動
　　活動協議　2回

　

３－３集落営農で元気な地域づくり（一般）

集落の農業者が協力して、管理が困難となった農地や高齢
者等の労力などの地域資源を活用した農業経営を行い、将
来にわたって地域で生活できる一定の所得と雇用の場を確
保するための集落営農の仕組みづくりを行う。

集落の農地と労力を活用した、担い手育成・確保の
ために、特に取り組みが必要な事項
◆リーダー育成及び合意形成機能の強化
・関係機関との推進体制整備
・集落営農の推進及び組織化を志向する集落の掘
り起こし
◆集落営農組織の育成
・リーダー育成、計画作成、集落営農推進意識の高
まる動機付け及び合意形成手法の実施
◆集落営農組織の継続性の確保
・集落営農活動のステップアップを志向する集落の
掘り起し

◆合意形成機能の強化
　・関係機関連絡会
　　本山町3回　大豊町2回　土佐町2回
◆集落営農組織の育成
　・集落営農説明会
　　大豊町（農業委員会委員）､土佐町（協定締結集落役員）
　･取り組み意向アンケート調査
　　(　同上　）2団体
◆集落営農組織の継続性の確保
　・集落座談会
　　穴内あけぼの会1回

３－２集落営農で元気な地域づくり（伊勢川地
区）

集落営農組織が、目標とする営農計画及び集落営農ビジョ
ンの実現に向けて、集落内の農地や機械・施設、労働力な
どを活用した地域営農を展開することで、集落の担い手を
確保し継続性の確保できる集落営農の仕組みづくりをす
る。

集落の農地と労力を活用した、担い手育成・確保の
ために、特に取り組みが必要な事項
◆リーダー育成及び合意形成機能の強化
・より参画意識の高まる動機付け、合意形成手法の
実施
◆生産基盤整備
・生産コスト低減と効率化につながる生産基盤整備
(共同利用機械)
・受託部門の計画的稼働
・有望品目の導入と栽培技術等支援
・高齢者や女性などが活躍し所得向上につながる
直販活動の推進。農産物に付加価値を付けた農産
加工活動の推進

◆合意形成機能の強化
　・営農組合総会運営助言(決算資料作成他）3回
　・営農組合総会1回
　・関係機関連絡会　土佐町2回
　・集落営農推進委員会　　2回

◆営農計画及び集落営農ビジョンの実践
□受託部会の計画稼働
　・運営助言2回　田植(機械稼働面積(実施中)ha）
□園芸品目等の導入と定着
　・運営助言(栽培管理技術、品目選定・作付計画作成ほか）4回
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・コープかがわ 観音寺店に、れいほくコーナー設置(合計7店舗)

◆米粉等の販売額　７，０００万円・スタンプラリーの参加件数（7件）
・新商品の販売開始（２品）
・交流体験ツアー参加者（３０名）

・米粉料理教室の参加人数（15名）
・大阪圏内での米、米粉商品販売展開による販売額アップが期待される。
・米粉加工商品販売額（４～５月実績）：515,612円
・米粉売り上げ（４～５月実績）：3,177,970円
・米粉製粉実績（４～５月）：9,901ｋｇ（原料白米）

目標（H２３）

◆れいほく八菜の販売額  3.5億円

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

ユズ加工品の販売額　４．５億円

・シシトウの生産者の増（79名→85名）

◆れいほく八花の販売額  1.2億円

◆合意形成機能の強化
　
◆営農計画及び集落営農ﾋﾞｼﾞｮﾝの実践
□作業受託・ライスセンターの計画稼働
　　水稲作業受託　※受託額は終了時確認
□園芸品目等の導入と定着
　栽培管理、収穫（ショウガ･水稲）※販売額は作終了後精算
□交流活動
　・消費者交流　場づくり1回(田植体験)

◆こうち型集落営農における担い手組織の農
産物販売額　1,300万

◆合意形成機能の強化
　・3町(本山町・大豊町･大川村)の地域担い手育成総合支援協議会年間事
業に集落営農の取り組みを計画
◆集落営農組織の育成
　・育成ステージ(1以上）ステップアップ対象集落の選定
　　大豊町　3集落(※予定　岩原・西梶ヶ内・怒田)
　　土佐町　4集落(東石原･立割
◆集落営農組織の継続性の確保
　・対象集落の選定、ステップアップ活動計画作成支援
　　○大豊町　穴内あけぼの会　米ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化
　　○土佐町　溜井長和集落営農組合　米ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化

◆集落営農組織及び準じる組織（累計）
　８組織

◆リーダー育成及び合意形成機能の強化
・参加状況　役員会参加率70%
・新部会設置により４部会体制となる。

◆営農計画及び集落営農ビジョンの実践
□受託部会の計画稼働
　・水稲作業受託　　田植作業等※受託額は終了時確認
□園芸品目等の導入と定着
　・栽培管理、収穫（ニンニク･スイートコーン）※販売額は後日精算
□直販出荷品の充実と付加価値化
　･梅収穫、加工※加工量、販売額は後日精算
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜嶺北地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

９　大川黒牛の再興による地域の活性化

《大川村》

大川村の基幹産業である肉用牛生産（大川黒牛）の再興を
図り、地域の活性化につなげるため、地域内での一貫生産
体制の堅持に向けた取り組みを進める。

◆第3セクターの経営安定
◆生産から販売のシステムづくり
◆繁殖牛の導入（財源の確保）

・（株）むらびと本舗が和牛の一貫経営の事業開始

８　肉用牛飼育の競争力の確保による肉用牛
産業の再興

《本山町、土佐町、大豊町》

肉用牛産業の再興を図り、土佐褐毛和種の産地としての活
力を取り戻すため飼養者の競争力を確保する。

◆公営牧場の整備
　　・放牧地造成のための土地の確保
◆褐毛和種子牛価格の安定

公営牧場の適地の検討

７　ＪＡ出資型法人による地域活性化の取組

《嶺北地域全域》

農業者の減少に伴い農業生産の維持や担い手の確保、耕
作放棄地の解消などが課題となっている。これらの課題解
決を図り農業所得の向上と就業機会を創出するため、ＪＡ土
佐れいほくが地域農業の新たな担い手としてＪＡ出資型法
人を設立し、農作業受託や遊休農地等を活用した農業経
営、就農希望者の研修事業などを実施する。

・ＪＡ米の有利販売（ブランド米）検討
・米粉の販路拡大
・次年度、研修生受入れの体制づくり
・農作業受委託の基盤づくり

○農業経営事業に係る作物(ﾄｳｶﾞﾗｼ15a、3色ﾋﾟｰﾏﾝ12a、新規需要米82a）の
栽培開始。
△作業受託は田植え（1ha）、耕作放棄地対策（50a）の実施。

６－４　（株）大豊ゆとりファームを核とする碁
石茶等の地域資源を活用した産業再生への
取組
（ふるさと支援）

《大豊町》

中山間で安心して住み続けることができる地域を実現する
ため、多角的に展開する拠点型ビジネスの仕組みづくりを
行う。

◆整備された体験交流拠点施設の活動量拡大

◆碁石茶の製法伝承、担い手育成

モニターツアーの開催　合計3回
ふるさと応援団加入見込み 60名

碁石茶製造研修の継続実施　昨年度からの継続作業員1名

６－３　（株）大豊ゆとりファームを核とする碁
石茶等の地域資源を活用した産業再生への
取組
（加工品づくり）

《大豊町》

中山間で安心して住み続けることができる地域を実現する
ため、多角的に展開する拠点型ビジネスの仕組みづくりを
行う。

◆加工品を含めた碁石茶の販路拡大

◆碁石茶を使った新製品の開発

◆試作品の検証と販売先確保

販促活動　延べ　１日

カートカンによる碁石茶の味の浸透を図る　製作本数6万本
（7月末販売開始予定）

大豊町による町単独補助制度の導入

６－２　（株）大豊ゆとりファームを核とする碁
石茶等の地域資源を活用した産業再生への
取組
（地産地消）

《大豊町》

中山間で安心して住み続けることができる地域を実現する
ため、多角的に展開する拠点型ビジネスの仕組みづくりを
行う。

◆野菜等の地産地消ビジネスの展開

・町内外の販売拠点の確保

・生産者の意欲向上(情報提供・研修会等）

・集荷ルートの充実

「お山の市場」開催場所を高知市内に移転　3回開催済み

１ルート追加（川井ルート）

６－１　（株）大豊ゆとりファームを核とする碁
石茶等の地域資源を活用した産業再生への
取組
（遊休農地活用）

《大豊町》

中山間で安心して住み続けることができる地域を実現する
ため、多角的に展開する拠点型ビジネスの仕組みづくりを
行う。

◆借入農地を活用した経営安定化

◆作業受託による農地保全の推進

◆野菜、薬草及び山菜の取組拡大

農地借入での野菜等の栽培

作業受託による耕作放棄地対策の推進

クルベジ(独自のカーボンオフセット）など付加価値の向上の取組

５　米のブランド化による稲作農業の展開

《本山町》

消費者が求めるブランド力のある米の生産により、価格の
アップを図り、後継者が将来に展望を持つことができる稲作
農業を確立するため、良好な水田環境など地域の特性を付
加価値とすることや、室戸海洋深層水を栽培過程で使用す
ることによる新しいブランド米の構築に向けた取組を進め
る。

◆ブランド米の生産増、販路拡大

◆美味しい米づくりの栽培法の検証、品質の高位
平準化
　
　

◯ブランド米栽培基準の徹底
◯機械等の発注（産業振興総合補助金）
◯ブランド化推進協議会の開催（1回）
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

H２３年販売額　２．３億

H２３販売額　１億円

ツアー参加者　延べ24人

研修開始から4年連続の作業従事者0名、3年連続2名

体験交流拠点としてのノウハウをモニターツアーの積み重ねを行う
ことで、運営能力が増大した

熟練技能者の養成が図られた

碁石茶生産組合販売額　１．０億円

出荷農家の増加（川井ルート：1戸→4戸に増加）

・農作業受託
　　耕起　537a（26件）

・農地借入
　　野菜　34a
　　ゼンマイ　53a

◯栽培技術および意識の統一
    生産者は増加し、ブランド米生産に対する意識と栽培技術の統一化が図
られた。
H22　25戸　２組織　20ｈａ→H23　43戸　２組織　40ｈａ

ブランド米の販売額　：　7,500万円
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜嶺北地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１９　土佐産直サテライトセンター（とさ千里(大
阪））の活性化による地産外商の拠点づくり

《土佐町》

土佐産直サテライトセンター（とさ千里）を関西圏におけるア
ンテナショップとして、米粉を活用したビジネスの展開や、
「れいほく八菜」をはじめとする嶺北地域や高知県の産品を
取り扱う地産外商の拠点となるように取組を進める。

・店舗の運営状況（売上の確保・経営収支の向上）
を見極めながら、嶺北地域をはじめとする高知県産
品のラインナップの充実を図り、関西における県産
品販売の拠点としての地位を再構築する。

・土佐町が「とさ千里」への集荷を促進する補助制度を創設（6月補正）
・「まるごと高知」「てんこす」の商品販売情報提供。
・「てんこす」との連携について協議する機会設定。
・県大阪事務所での「木曜市」毎週開催。
・産業振興アドバイザーの導入

１８　地域産品販売ポータルサイトによる商業
展開・情報発信

《嶺北地域全域》

　地域産品を販売するポータルサイトを構築し、ネットビジネ
スのできない商業者にその手段を提供することにより、ポー
タルサイト運営者や商業者の所得の向上、地域の情報発信
に結びつける。

・新たな運営主体（（株）れいほく未来）の事業運営
体制の整備（販売手数料の検討等）

・販売量の増のための多角的な取り組み
　　掲載商品の充実
　　セット商品等新たな掲載商品の開発
　　参加事業者・商品の増
　　目玉商品の開発
　　アクセス数増加の取組　　など

・新しい運営主体（（株）れいほく未来）による事業開始

１６　大型製材工場の誘致による地域材の利
用の促進

《嶺北地域全域》

大型製材工場の誘致により地域材の利用を促進し、林業従
事者の増加や所得の向上、事業体による雇用の促進へと
つなげる。

誘致に向け必要となる原木量の確保並びに供給体
制の整備及び対策
　　（原木をどのように確保していくのか）

・各町村間伐推進連絡会の連携開催（１回）
　　　（地域アクションプラン「間伐推進と木材増産による林業
　　　　振興産」との連携）
　　　　　　町村単位での個別開催により、現状と課題を共有化する。
・誘致先企業との協議（１回）

１７　木質バイオマス利用拡大の取組

《嶺北地域全域》
嶺北地域に民間事業体による加工施設を設置すること等に
より、木質バイオマスの利用拡大と林業の活性化を図る。

早期稼働に向けた取組
○林地残材加工施設（土佐町）
　　補助金交付決定
□木質ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗｰ施設（本山町）
　　補助金交付決定

嶺北材の販売拡大 ・PR活動（3回）

１５　特用林産物（シキミ、サカキ)の拠点づくり

《嶺北地域全域》

小規模・分散化している生産者を集約し、地域内の豊富な
特用林産物（シキミ、サカキ）を収益につなげるため、地区
単位での生産体制と出荷体制の整備による拠点づくりを行
う。

・生産者の出荷に対する負担
・集出荷施設の整備
・町村の協力及び支援
・出荷量に対する生産者との調整
・出荷体制に対する意見調整

・共同出荷の打合せ会（5回）
・研修会（1日）

１１　間伐推進と木材増産による林業振興

《嶺北地域全域》

嶺北地域の豊かな森林資源を活かし、生産者の経営の安
定化を図るとともに、「新生産システム」により、地域に計画
されている大型製材工場への木材の安定供給に寄与する
ため、作業道を中心とした計画的な路網整備と間伐の推進
による木材の増産に取り組む。

・管内担当者会の実施（1回）
・管内作業道開設予定地現地検討会の実施（1回）

１４  木工製品の製造・販売による地域の活性
化

《嶺北地域全域》

人にやさしい木工製品の企画・製造・販売を促進し、嶺北産
材の良さや手づくりの良さのPRにより、地域の新たな特色
ある取組に育て、地域の活性化に結びつける。

「ばうむ合同会社関係」
・机・椅子の販売強化
・机・椅子の規格変更に伴う強度試験結果

「大豊町森林組合関係」
・方向性の検討

＜ばうむ合同会社＞
・中小企業組合等活路開拓事業の採択
・販促活動の実施

＜大豊町森林組合＞
・小枝ビジネスのチラシの作成・販促活動

１２　「れいほくスケルトン」の性能向上及び販
売促進

《嶺北地域全域》

住宅の基本構造体をキット商品化した「れいほくスケルトン」
の性能向上、販売促進に向けた取組により、嶺北材の販路
拡大を図る。

１３ 県産材の地域における率先利用

《嶺北地域全域》

地域内で生産された木材や製材品は、大部分が県外へ出
荷されていることから、地域内で率先的に利用することによ
り、地産地消を推進する。

・公共施設での地域材の利用促進 ・大川村物産センターの内装改修工事発注

１０　土佐はちきん地鶏を活用した新しい産業
の展開

《大川村》

土佐はちきん地鶏の生産拠点として事業の展開を図り、新
しい地場産業として発展させ、雇用の確保、農家所得の向
上につなげる。

◆10万羽生産体制の施設整備及び販売体制の構
築及びむらびと本舗の経営安定化
◆販路開拓、加工品開発

種鶏の導入計画作成

＊森の工場の推進
＊林業事業体の育成

＊林業の担い手の育成・確保
＊放置林の解消
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

土佐産直ｻﾃﾗｲﾄｾﾝﾀｰ(とさ千里)の販売額
 　　年間１．５億円

・ポータルサイトでの販売額
　　　1,200万円

・各町村間伐推進連絡会を通じて、関係機関との情報共有

・パートナー工務店1社増（合計 26社） ◆１９０棟（H19～H23累計）

･間伐の実施面積　　   8,000 ha  （H19～23計）
･木材の素材生産量　　8.4万 ㎥

机・椅子の販売数７６０セット（Ｈ１９～２３計）

H２３年の出荷　　１０万羽
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜嶺北地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

２３　早明浦ﾀﾞﾑを活用した交流人口の拡大に
よる地域活性化の取組

早明浦ダムでの釣大会の開催、遊覧船・ウォータースポー
ツなど湖面を活用したレジャープラン等の実施、また嶺北地
域内の他資源とも連携して取り組む等、早明浦ダムを核とし
た交流人口の拡大を目指す。

◆推進体制・運営形態について関係者間での検討・
共通理解
◆ﾊｰﾄﾞ整備（ｽﾛｰﾌﾟの延伸・駐車場・駐艇場・ｲﾝﾌｫ
ﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ設置・宿泊施設の改良など）
◆ｿﾌﾄ整備（事業内容・体験ﾒﾆｭｰノ実施・検証・利用
料の検討・湖ならではの企画・イベント等の計画的
実施・効果的効率的な経営システム・スタッフの育
成など）
◆ﾌﾞﾗｯｸﾊﾞｽ規制に関する情報収集
◆地域一体となって取り組む体制づくり
◆運営体制の構築（行政と民間の役割の明確化）
◆ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞの確保

◆チャプターさめうらの開催 74名参加
◆ＪＢトップ50の開催　640名参加
◆町内小中学校校外学習等への協力 21名参加
◆体験観光パンフレット「まるごと体験」メニュー掲載

２１　濁酒等を活用した地域資源との連携によ
る地域の活性化

《大豊町、本山町》

地域の特産品となる濁酒の製造・販売と地域の観光資源と
の連携によって、交流人口の拡大を図り、地域の活性化に
つなげる。

（共通）
・生産農家（農家民宿又は農家レストラン）の拡充
・支援策（設備整備、販促活動等）の検討
・交流施策との連携によるＰＲ及び販促
（大豊町）
・協議会による販促活動の継続
（本山町）
・免許申請への支援
・販促活動の実施

（大豊町）
・濁酒協議会による販促活動の継続
・新規取組希望者へのサポート

（本山町）
・新規取組希望者へのサポート

２２　白髪山、工石山を活用した交流人口の拡
大による地域活性化の取組

《本山町》

白髪山、工石山（奥工石）の有する豊かな自然、貴重な地質
や森林資源などを活かした取組や嶺北地域の他の資源と
の連携も視野に入れた取組を進め、交流人口の拡大を目
指す。

◆仕組みづくり（推進体制、事業内容）

◆受入体制の整備（ソフト）

◆他の嶺北地域資源との連携

○推進組織について
・関係者との協議

○事業内容について
・ガイド養成研修の開催（1回）
・ガイド養成研修への参加（1回）
・案内コースの調査

○天然記念物について
・天然記念物指定への申請

２０　嶺北地域の連携による交流人口の拡大

《嶺北地域全域》

観光を軸として、吉野川の水源地域における豊富な地域資
源や特色のある取組などを横断的につなぐ場と仕組みをつ
くることにより、「れいほく」の魅力をグレードアップさせるとと
もに、一元的な情報発信により、交流人口の拡大を目指
す。

◆４町村連携の仕組みづくり
◆嶺北観光連携事業のビジネス化
　（実施主体、組織、事業内容　等）

■高知県観光アドバイザーとの意見交換（１回）
■龍馬ふるさと博セールスキャラバン（２回）
■観光ガイド研修（１回）

２４　滞在型市民農園の推進による地域の活
性化

《本山町》

　本山町内に滞在型市民農園（クラインガルテン）を整備し、
都市部の住民の農業や田舎暮らしへの関心を高めて地域
への移住や2地域居住につなげ、産業の活性化・雇用の創
出・交流人口の拡大・農業の担い手づくり等による地域の活
性化を図る。

◆事業計画の策定（事業内容、推進体制等）

◆施設整備の推進（ハード）

◆運営体制の検討（ソフト）

◆他の嶺北地域資源との連携

○施設整備の推進
・施設整備に関して関係者との協議
・地権者の用地買収の内諾

○運営計画の検討
・先進事例等の調査（クラインガルテン四万十）
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

◆イベント参加者数　計735名

（大豊町）
・新規小売販売先の開拓1件、販促イベント参加1日
・新規取組希望者は、日程調整がつかず、製造講習会を受講できなかった

（本山町）
・新規取組希望者３名が、製造講習会を受講

公共関連宿泊施設での宿泊者数

　　　　　　　　　10,000人
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